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３ 清水沢炭鉱閉山，夕張新鉱事故等資料

① 清水沢炭鉱閉山関係

② 夕張新鉱事故関係

１ 歴代執行部役員名

① 北炭単一職員組合時代

初代（自昭和21年２月～至昭和21年７月）

会 長 青 木 茂（夕 張）

副 会 長 椙 杜 康次郎（平 和）

書 記 長 塚 田 庄 平（夕 張）

２代（自昭和21年８月～至昭和21年12月）

会 長 加 藤 博 俊（幌 内）

副 会 長 杉 田 正（本 店）

書 記 長 高 橋 甲 一（幌 内）

３代（自昭和22年１月～至昭和22年３月）

会 長 島 田 太 市（神 威）

副 会 長 梅 津 通（神 威）

書 記 長 岩 切 竜 雄（空 知）

４代（自昭和22年４月～至昭和22年８月）

会 長 塚 田 庄 平（夕 張）

副 会 長 飯 塚 喜 之（本 店）

〃 五十嵐 良 一（支 社）

書 記 長 坂 田 淳 二（夕 張）

５代（自昭和22年９月～至昭和23年４月）

委 員 長 梅 津 通（神 威）

副委員長 石 村 芳 男（支 社）

〃 村 上 元 道（夕 張）

事務局長 本 多 秀 三（幌 内）

６代（自昭和23年５月～至昭和23年９月）

委 員 長 村 上 元 道（夕 張）

副委員長 高 須 英 雄（空 知）

〃 梅 津 通（神 威）

事務局長 本 多 秀 三（幌 内）

７代（自昭和23年10月～至昭和24年３月）

委 員 長 梅 津 通（神 威）

副委員長 村 上 元 道（夕 張）

〃 魚 戸 浩（幾春別）

経営論集（北海学園大学）第７巻第４号

― ―146



事務局長 本 多 秀 三（幌 内）

〃 次長 佐々木 正（神 威）

専門部長 鶴 岡 博（幌 内）

８代（自昭和24年４月～至昭和25年２月）

委 員 長 村 上 元 道（夕 張）

副委員長 本 多 秀 三（幌 内）

事務局長 小 賀 徳 二（夕 張）

総務部長 米 沢 勇（幌 内）

９代（自昭和25年３月～至昭和25年８月）

委 員 長 本 多 秀 三（幌 内）

副委員長 西 山 三次郎（空 知）

事務局長 岩 間 旭（夕 張）

総務部長 米 沢 勇（幌 内）

10代（自昭和25年９月～至昭和26年２月）

委 員 長 塚 田 庄 平（夕 張）

副委員長 本 多 秀 三（幌 内）

事務局長 岩 間 旭（夕 張）

組織部長 西 山 三次郎（空 知）

調査部長 沢 田 隆（空 知）

情宣部長 中 川 幸 雄（新幌内）

11代（自昭和26年３月～至昭和27年２月）

委 員 長 佐 藤 寅之助（夕 張）

副委員長 西 山 三次郎（空 知）

事務局長 宮 本 文 雄（幌 内）

組織部長 沢 田 隆（空 知）

情宣部長 竹 谷 浩（平 和）

調査部長 伊 藤 学（札 幌）

12代（自昭和27年３月～至昭和28年１月）

委 員 長 佐 藤 寅之助（夕 張）

副委員長 沢 田 隆（空 知）

事務局長 前 田 武 雄（幌 内）

調査部長 伊 藤 学（札 幌）
情宣部長
組織部長 中 谷 重 信（登 川）

13代（自昭和28年２月～至昭和28年９月）

委 員 長 佐 藤 寅之助（夕 張）

副委員長 沢 田 隆（空 知）

事務局長 前 田 武 雄（幾春別）

情宣部長 大 塚 駿 助（夕 張）

調査部長 中 谷 重 信（登 川）
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14代（自昭和28年10月～至昭和29年２月）

委 員 長 沢 田 隆（空 知）

副委員長 中 谷 重 信（登 川）

事務局長 前 田 武 雄（幾春別）

情宣部長 大 塚 駿 助（夕 張）

調査部長 加賀谷 勇 吉（夕 張）

15代（自昭和29年３月～至昭和30年２月）

委 員 長 中 谷 重 信（登 川）

副委員長 日 野 文 （夕 張）

事務局長 中 島 俊 美（幌 内）

情宣部長 知 野 幸 雄（幌 内）

調査部長 加賀谷 勇 吉（夕 張）

16代（自昭和30年３月～至昭和31年３月）

委 員 長 中 野 政 雄（夕 張）

副委員長 中 谷 重 信（平 和）

事務局長 中 島 俊 美（幌 内）

情宣部長 大 槻 寿 夫（空 知）

調査部長 知 野 幸 雄（幌 内）

② 北炭職員組合連合会（略称 北炭職連）時代

17代（自昭和31年４月～至昭和32年４月）

委 員 長 中 野 政 雄（夕 張）

事務局長 中 谷 重 信（平 和）

情宣部長 浅 野 喜代治（空 知）

調査部長 知 野 幸 雄（幌 内）

18代（自昭和32年４月～至昭和32年４月）

委 員 長 中 野 政 雄（夕 張）

事務局長 中 谷 重 信（平 和）

情宣部長 浅 野 喜代治（空 知）

調査部長 橋 本 政 之（幌 内）

19代（自昭和32年４月～至昭和33年８月）

委 員 長 中 野 政 雄（夕 張）

事務局長 中 谷 重 信（平 和）

情宣部長 浅 野 喜代治（空 知）

調査部長 橋 本 政 之（幌 内）

20代（自昭和33年８月～至昭和34年６月）

委 員 長 浅 野 喜代治（空 知）

事務局長 佐々木 仁三郎（平 和）

調査部長 橋 本 政 之（幌 内）
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情宣 〃 菅 原 吉（夕 張）

21代（自昭和34年６月～至昭和35年５月）

委 員 長 浅 野 喜代治（空 知）

事務局長 佐々木 仁三郎（平 和）

調査部長 橋 本 政 之（幌 内）

情宣 〃 菅 原 吉（夕 張）

22代（自昭和35年５月～至昭和36年６月）

委 員 長 佐々木 仁三郎（平 和）

事務局長 高 橋 留 蔵（幌 内）

調査部長 菅 原 吉（夕 張）

情宣 〃 本 間 三 治（空 知）35年12月退任

同 五十嵐 一 男（ 同 ）35年12月就任

23代（自昭和36年６月～至昭和37年７月）

委 員 長 佐々木 仁三郎（平 和）

事務局長 高 橋 留 蔵（幌 内）

次 長 品 川 義 雄（夕 張）

24代（自昭和37年７月～至昭和38年７月）

委 員 長 佐々木 仁三郎（平 和）

事務局長 高 橋 留 蔵（幌 内）

次 長 品 川 義 雄（夕 張）

25代（自昭和38年７月～至昭和39年７月）

委 員 長 佐々木 仁三郎（平 和）

事務局長 高 橋 留 蔵（幌 内）

次 長 品 川 義 雄（夕 張）

③ 北炭職員組合（略称 北炭職組）時代

初代（自昭和39年７月～至昭和40年７月）

執 行 委 員 長 佐々木 仁三郎 本 部 駐在（平和）

副 執 行 委 員 長 矢 口 嘉 一 夕張支部 〃 （夕張）

〃 舛 田 行 男 平和 〃 〃 （平和）

〃 木 本 亮 博 幌内 〃 〃 （幌内）

事 務 局 長 品 川 義 雄 本 部 〃 （夕張）

〃 次 長 斉 藤 傳 一 〃 〃 （ 〃 ）

執 行 委 員 堀 井 清 明 夕張支部 〃 （ 〃 ）

〃 吉 井 政 典 〃 〃 〃 （ 〃 ）

〃 本 間 勝 平和 〃 〃 （平和）

〃 佐々木 英 治 幌内 〃 〃 （幌内）

２代（自昭和40年７月～至昭和41年７月）

執 行 委 員 長 佐々木 仁三郎 本 部 駐在（平和）
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副 執 行 委 員 長 矢 口 嘉 一 夕張支部 〃 （夕張）

〃 舛 田 行 雄 平和 〃 〃 （平和）

〃 木 本 亮 博 幌内 〃 〃 （幌内）

事 務 局 長 品 川 義 雄 本 部 〃 （夕張）

〃 次 長 斉 藤 傳 一 〃 〃 （幌内）

執 行 委 員 堀 井 清 明 夕張支部 〃 （夕張）

〃 吉 井 政 典 〃 〃 〃 （ 〃 ）

〃 本 間 勝 平和 〃 〃 （平和）

〃 近 藤 一 男 幌内 〃 〃 （幌内）

３代（自昭和41年７月～至昭和42年７月）

執 行 委 員 長 佐々木 仁三郎 本 部 駐在（平和）

副 執 行 委 員 長 矢 口 嘉 一 夕張支部 〃 （夕張）

〃 舛 田 行 雄 平和 〃 〃 （平和）

〃 木 本 亮 博 幌内 〃 〃 （幌内）

事 務 局 長 斉 藤 伝 一 本 部 〃 （ 〃 ）

〃 次 長 末 永 有 俊 〃 〃 （夕張）

執 行 委 員 堀 井 政 明 夕張 〃 〃 （ 〃 ）

〃 吉 井 政 典 〃 〃 〃 （ 〃 ）

〃 本 間 勝 平和 〃 〃 （平和）

〃 近 藤 一 男 幌内 〃 〃 （幌内）

４代（機構改革）（自昭和42年７月～至昭和43年12月）

執 行 委 員 長 佐々木 仁三郎 本部 駐在（平和）

事 務 局 長 斉 藤 伝 一 〃 〃 （幌内）

〃 次 長 末 永 有 俊 〃 〃 （夕張）

夕張支部委 員 長 堀 井 清 明 夕張 〃 （ 〃 ）

〃 副委員長 吉 井 政 典 〃 〃 （ 〃 ）

〃 書 記 長 本 間 巖 〃 〃 （ 〃 ）

平和支部委 員 長 舛 田 行 雄 平和 〃 （平和）

〃 書 記 長 本 間 勝 〃 〃 （ 〃 ）

幌内支部委 員 長 木 本 亮 博 幌内 〃 （幌内）

〃 書 記 長 鈴 木 儀 信 〃 〃 （ 〃 ）

５代（自昭和43年12月～至昭和44年７月）

執 行 委 員 長 佐々木 仁三郎 本部 駐在（平和）

副 執 行 委 員 長 斉 藤 伝 一 〃 〃 （幌内）

事 務 局 長 末 永 有 俊 〃 〃 （夕張）

夕張支部委 員 長 吉 井 政 典 夕張 〃 （ 〃 ）

〃 副委員長 村 田 胖 〃 〃 （ 〃 ）

〃 書 記 長 本 間 巖 〃 〃 （ 〃 ）

平和支部委 員 長 舛 田 行 雄 平和 〃 （平和）

〃 書 記 長 本 間 勝 〃 〃 （ 〃 ）
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幌内支部委 員 長 木 本 亮 博 幌内 〃 （幌内）

〃 書 記 長 鈴 木 儀 信 〃 〃 （ 〃 ）

６代（自昭和44年７月～至昭和45年１月）

執 行 委 員 長 佐々木 仁三郎 本部 駐在（平和）

事 務 局 長 斉 藤 伝 一 〃 〃 （幌内）

夕張支部委 員 長 吉 井 政 典 夕張 〃 （夕張）

〃 副委員長 村 田 胖 〃 〃 （ 〃 ）

〃 書 記 長 本 間 巖 〃 〃 （ 〃 ）

平和支部委 員 長 舛 田 行 雄 平和 〃 （平和）

〃 書 記 長 本 間 勝 〃 〃 （ 〃 ）

幌内支部委 員 長 木 本 亮 博 幌内 〃 （幌内）

〃 書 記 長 鈴 木 儀 信 〃 〃 （ 〃 ）

７代（自昭和45年２月～至昭和46年８月）

執 行 委 員 長 佐々木 仁三郎 本部 駐在（平和）

事 務 局 長 斉 藤 伝 一 〃 〃 （幌内）

夕張支部委 員 長 吉 井 政 典 夕張 〃 （夕張）

〃 副委員長 佐 藤 強 〃 〃 （ 〃 ）

〃 書 記 長 本 間 巖 〃 〃 （ 〃 ）

平和支部委 員 長 新 谷 喜代治 平和 〃 （平和）

〃 書 記 長 本 間 勝 〃 〃 （ 〃 ）

幌内支部委 員 長 木 本 亮 博 幌内 〃 （幌内）

〃 書 記 長 鈴 木 儀 信 〃 〃 （ 〃 ）

８代（自昭和46年９月～至昭和47年10月）

執 行 委 員 長 佐々木 仁三郎 本部 駐在（平和）

事 務 局 長 斉 藤 伝 一 〃 〃 （幌内）

夕張支部委 員 長 佐 藤 強 夕張 〃 （夕張）

〃 書 記 長 本 間 巖 〃 〃 （ 〃 ）

平和支部委 員 長 新 谷 喜代治 平和 〃 （平和）

〃 書 記 長 本 間 勝 〃 〃 （ 〃 ）

幌内支部委 員 長 木 本 亮 博 幌内 〃 （幌内）

〃 書 記 長 鈴 木 儀 信 〃 〃 （ 〃 ）

９代（自昭和47年10月～至昭和48年９月）

執 行 委 員 長 佐々木 仁三郎 本部 駐在（平和）

事 務 局 長 斉 藤 伝 一 〃 〃 （幌内）

夕張支部委 員 長 佐 藤 強 夕張 〃 （夕張）

〃 書 記 長 本 間 巖 〃 〃 （ 〃 ）

平和支部委 員 長 新 谷 喜代治 平和 〃 （平和）

〃 書 記 長 本 間 勝 〃 〃 （ 〃 ）

幌内支部委 員 長 木 本 亮 博 幌内 〃 （幌内）
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10代（自昭和48年９月～至昭和49年９月）

執 行 委 員 長 佐々木 仁三郎 本部 駐在（平和）

事 務 局 長 斉 藤 伝 一 〃 〃 （幌内）

夕張支部委 員 長 佐 藤 強 夕張 〃 （夕張）

〃 書 記 長 本 間 巖 〃 〃 （ 〃 ）

平和支部委 員 長 本 間 勝 平和 〃 （平和）

〃 書 記 長 松 野 倉 治 〃 〃 （ 〃 ）

幌内支部委 員 長 木 本 亮 博 幌内 〃 （幌内）

〃 書 記 長 鈴 木 儀 信 〃 〃 （ 〃 ）

11代（自昭和49年10月～至昭和50年10月) 夕張，平和支部合併

執 行 委 員 長 佐々木 仁三郎 本部 駐在（平和）

事 務 局 長 斉 藤 伝 一 〃 〃 （幌内）

夕張支部委 員 長 本 間 勝 夕張 〃 （平和）

〃 副委員長 佐 藤 強 〃 〃 （夕張）

〃 〃 松 野 倉 治 〃 〃 （平和）

〃 書 記 長 本 間 巖 〃 〃 （夕張）

幌内支部委 員 長 木 本 亮 博 幌内 〃 （幌内）

〃 書 記 長 鈴 木 儀 信 〃 〃 （ 〃 ）

12代（自昭和50年10月～至昭和51年９月）

執 行 委 員 長 佐々木 仁三郎 本部 駐在（夕張）

事 務 局 長 斉 藤 伝 一 〃 〃 （幌内）

夕張支部委 員 長 本 間 勝 夕張 〃 （夕張）

〃 副委員長 松 野 倉 治 〃 〃 （ 〃 ）

〃 〃 北 野 潔 〃 〃 （ 〃 ）

〃 書 記 長 本 間 巖 〃 〃 （ 〃 ）

幌内支部委 員 長 木 本 亮 博 〃 〃 （幌内）

〃 書 記 長 鈴 木 儀 信 〃 〃 （ 〃 ）

13代（自昭和51年９月～至昭和52年２月）

執 行 委 員 長 佐々木 仁三郎 本部 駐在（夕張）

事 務 局 長 斉 藤 伝 一 〃 〃 （幌内）

夕張支部委 員 長 本 間 勝 夕張 〃 （夕張）

〃 副委員長 松 野 倉 治 〃 〃 （ 〃 ）

〃 〃 北 野 潔 〃 〃 （ 〃 ）

〃 書 記 長 本 間 巖 〃 〃 （ 〃 ）

幌内支部委 員 長 木 本 亮 博 幌内 〃 （幌内）

〃 書 記 長 鈴 木 儀 信 〃 〃 （ 〃 ）

14代（自昭和52年２月～至昭和53年７月）

執 行 委 員 長 斉 藤 伝 一 本部 駐在（幌内）

事 務 局 長 小 野 博 旨 〃 〃 （夕張）

夕張支部委 員 長 本 間 巖 夕張 〃 （夕張）
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〃 副委員長 松 野 倉 治 〃 〃 （ 〃 ）

〃 〃 北 野 潔 〃 〃 （ 〃 ）

〃 書 記 長 吉 田 文 雄 〃 〃 （ 〃 ）

幌内支部委 員 長 木 本 亮 博 幌内 〃 （幌内）

〃 書 記 長 鈴 木 義 信 〃 〃 （ 〃 ）

15代（自昭和53年７月～至昭和53年11月）

執 行 委 員 長 木 本 亮 博 本部 駐在（非常駐兼務）（幌内)

事 務 局 長 小 野 博 旨 〃 〃 （夕張)

夕張支部委 員 長 本 間 巖 夕張 〃 （夕張)

〃 副委員長 北 野 潔 〃 〃 （ 〃 )

〃 書 記 長 吉 田 文 雄 〃 〃 （ 〃 )

幌内支部委 員 長 木 本 亮 博 幌内 〃 （幌内)

〃 書 記 長 鈴 木 儀 信 〃 〃 （ 〃 )

④ 北炭職員組合協議会時代

初代（自昭和53年11月～至昭和54年９月）

議 長 木 本 亮 博 札幌駐在（非専従）（幌内）

事務局長 小 野 博 旨 〃 (夕張）

２代（自昭和54年９月～至昭和55年11月）

議 長 木 本 亮 博

事務局長 小 野 博 旨

３代（自昭和55年11月～至昭和56年９月）

議 長 鈴 木 儀 信 札幌駐在（非専従）（幌内）

事務局長 小 野 博 旨 〃 (夕張）

４代（自昭和56年９月～至昭和57年９月）

議 長 鈴 木 儀 信

事務局長 小 野 博 旨

５代（自昭和57年９月～至昭和58年３月） 解散

議 長 鈴 木 儀 信

事務局長 小 野 博 旨
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２ 社員賃金統計資料

① 昭和22年～31年基準賃金推移表（単位：円)

期 間

内 訳

22.1
〜
22.4

22.4
〜
23.3

23.4
〜
23.9

23.10
〜

25.12

26.1
〜
26.9

26.10
〜
27.9

27.10
〜
28.9

28.10
〜

29.12

30.1
〜
31.3

本 人 給 900 2,020 6,060 7,533 9,730 13,672 14,709 15,784 16,105

勤 務 給 225 250 727 904 1,168 1,641 1,765 1,894 1,933

家 族 給 480 420 927 1,200 1,200 1,270 1,320 1,344 1,372

現 業 給 ― 4 39 46 60 87 93 87 87

坑 内 給 135 225 950 1,175 1,515 1,923 2,026 2,146 2,289

職 階 給 ― 80 164 192 327 407 417 406 418

計 1,740 2,999 8,867 11,050 14,000 19,000 20,330 21,661 22,204

註 １．会社係長以下社員の一人当平均額。
２．22年１月～23年３月までの平均額はベース協定でなく項目協定であったので該当
項目を集計した。

３．23年４月～29年12月まではベース協定。
４．30年１月以降は上昇額プラス方式となったので見込み平均額。
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②
昭
和
33
～
40
年
度
基
準
内
給
推
移
表
（
単
位
：
円
)

昭
和
33
年
度

昭
和
34
年
度

昭
和
35
年
度

昭
和
36
年
度

昭
和
37
年
度

年
度

人
員

摘
要

１
月
１
日
協
定

12
月
末

実
績

１
月
１
日
協
定

12
月
末

実
績

１
月
１
日
協
定

12
月
末

実
績

１
月
１
日
協
定

12
月
末
実
実
施

１
月
１
日
協
定

2,
87
8
人

2,
87
6
人

2,
87
6
人

2,
87
2
人

2,
87
2
人

2,
42
5
人

2,
42
5
人

医
士
を
含

む
2,
32
4
医
士
を
除

く
2,
31
2

2,
31
2
人

給
与

項
目

内
容

金
額

金
額

内
容

金
額

金
額

内
容

金
額

金
額

内
容

金
額

金
額

金
額

内
容

金
額

本 給

⎧ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ⎩

能 力 給

⎧ ｜ ｜ ⎩

固
定
部
分

可
動
部
分

小
計

勤
続

給

計

50
点

１
点
に
付
16
0
円

勤
続
１
年
に
付
10
0
円

6,
50
0

11
,8
00

18
,3
00

1,
37
0

19
,6
70

6,
50
0

11
,5
64

18
,0
64

1,
32
4

19
,3
88

6,
90
0

12
,2
31

19
,1
31

1,
42
4

20
,5
55

6,
90
0

11
,9
27

18
,8
27

1,
37
0

20
,1
97

7,
10
0

12
,3
47

19
,4
47

1,
47
0

20
,9
17

7,
10
0

12
,0
96

19
,1
96

1,
38
9

20
,5
85

固
定
額
に
改
訂

能
力
点
１
点
に
付
10
0
円

8,
00
0

13
,1
90

21
,1
90

1,
48
9

22
,6
79

8,
00
0

13
,1
49

21
,1
49

1,
49
9

22
,6
48

8,
00
0

13
,1
59

21
,1
59

1,
50
4

22
,6
63

⎫ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ⎭

本
給
と
改
訂

１
律
1,
00
0
円

可
動
1,
42
6
円

27
,8
10

勤
務

給
出
勤
１
日
に
付

本
給
の
0.
5％

1,
36
0

2,
32
7

2,
46
7

2,
42
4

2,
64
6

2,
60
4

加
給
金
と
改
訂
本
給
の
12
％

2,
72
1

2,
71
8

2,
72
0

家
族

給
扶
養
家
族
１
人
に
付

月
額
40
0
円

1,
35
2

1,
32
7

1,
32
7

1,
30
1

1,
30
1

1,
29
4

1,
29
4

1,
28
9

1,
29
0

1,
29
0

坑
内

給

⎧ ｜ ｜ ｜ ｜ ⎩

１
種

日
額
27
7
円

２
〃

〃
24
8

３
〃

〃
20
0

３
種
有
給

〃
14
7

2,
73
5

2,
75
4

１
種

28
8
円

２
〃

25
8

３
〃

20
8

３
種
有
給

16
8

2,
86
5

2,
85
9

１
種

29
3
円

２
〃

26
3

３
〃

21
2

３
種
有
給

15
9

2,
91
3

2,
90
4

１
種

31
0
円

２
〃

28
0

３
〃

23
0

３
種
有
給

16
5

3,
09
2

3,
18
9

3,
20
5

１
種

32
0
円

２
〃

29
0

３
〃

24
0

３
種
有
給

18
6

3,
32
0

坑
外

現
業

給

⎧ ｜ ｜ ｜ ｜ ⎩

１
種

日
額

42
円

２
〃

〃
23

１
種
有
給

〃
34

２
〃

〃
19

10
3

99

１
種

44
円

２
〃

24

１
種
有
給

36

２
〃

19

10
3

10
3

１
種

45
円

２
〃

25

１
種
有
給

37

２
〃

20

10
6

10
1

１
種

48

２
〃

27

１
種
有
給

38

２
〃

21

10
8

98
98

１
種

50
円

２
〃

28

１
種
有
給

42

２
〃

23

10
3

職
階

責
任

給
主
任
月
額
1,
00
0
円

16
3

16
2
（
主
任
46
7
人
）

16
2

16
2
（
主
任
46
4
人
）

16
2

14
9

14
9

15
0

15
0

資
格
手
当

15
0

合
計

26
,3
83

25
,0
57

27
,4
79

27
,0
46

28
,0
45

27
,6
37

30
,0
43

30
,0
92

30
,1
26

32
,6
72

上
昇
額

⎧ ｜ ｜ ｜ ⎩

鉱
員
見
合

増
給

額

計

1,
34
3
円
（
5.
42
％
）

25
0
円

1,
59
3
円

1,
04
2
円
（
3.
96
％
）

38
0
円

1,
42
2
円

68
4
円
（
2.
5％

）

10
4
円

78
8
円

（
註
)

坑
内
給
実

績
は
過
去
３
カ

年
の
平
均
実
績

2,
30
2
円
（
8.
32
9％

）

10
4
円

2,
40
6
円

（
註
)

坑
内
給
実
績
は
過
去

３
カ
年
の
平
均
実
績

2,
11
2
円
（
7.
01
2％

）

13
0
円
（
他
に
生
能
取
崩
し

30
4
円
）

2,
24
2
円
（
2,
54
6
円
）

11
,6
20
円

11
,8
60
円

11
,9
00
円

13
,0
00
円

15
,2
00
円

初
任
給

⎧ ｜ ｜ ｜ ⎩

大
学

卒

短
大

卒

高
校

卒

10
,4
00
円
（
化
研
関
係
）

12
,0
00
円

（
註
)

本
年
度
よ
り
医

士
(含

歯
科
医
士
)給

与
を
別
枠
と
す
る

7,
50
0
円

7,
52
0
円

8,
50
0
円

10
,0
00
円
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昭
和
38
年
度

昭
和
39
年
度

昭
和
40
年
度

年
度

人
員

摘
要

38
.7
.2
4
現
在

38
.1
0.
1
協
定

39
.3
.3
1

現
在

39
.4
.1
協
定

40
.3
.3
1

現
在

40
.4
.1
協
定

41
.3
.3
1

現
在

1,
76
9
人

1,
76
9
人

1,
42
3
人

1,
42
3
人

1,
30
1
人

1,
30
1
人

1,
29
1
人

給
与

項
目

内
容

金
額

内
容

金
額

金
額

内
容

金
額

金
額

内
容

金
額

金
額

本 給

⎧ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ⎩

能 力 給

⎧ ｜ ｜ ⎩

固
定
部
分

可
動
部
分

小
計

勤
続

給

計

27
,2
48

１
律 1,
00
0

可
動 1,
30
8

29
,5
56

29
,1
17

１
律

1,
50
0

可
動

1,
98
1

32
,5
99

32
,7
96

１
律

1,
50
0

可
動

1,
26
2

35
,9
58

35
,1
20

勤
務

給

家
族

給
1,
27
2

1,
27
2

1,
25
5

1,
25
5

1,
26
8

1,
26
8

1,
22
1

坑
内

給

⎧ ｜ ｜ ｜ ｜ ⎩

１
種

33
5
円

２
〃

30
0

３
〃

25
0

３
種
有
給

19
0

3,
86
6

35
0
円

31
5

26
5

20
4

4,
05
7

3,
99
8

37
0
円

33
0

28
0

21
5

4,
20
2

4,
41
9

⎫ ⎬ ⎭
据
置

22
5

4,
41
9

4,
51
4

坑
外

現
業

給

⎧ ｜ ｜ ｜ ｜ ⎩

１
種

50
円

２
〃

28

１
種
有
給

42

２
〃

23

85

⎫ ⎬ ⎭
据
置

45 据
置

85
89

据
置

89
10
2

据
置

10
2

98

職
階

責
任

給
23
7

23
7

31
9

31
9

40
4

40
4

41
0

合
計

32
,7
08

35
,2
07

34
,7
78

38
,4
63

38
,9
89

41
,7
51

41
,3
63

上
昇
額

⎧ ｜ ｜ ｜ ⎩

鉱
員
見
合

増
給

額

計

４
月
１
日
附
で
改
訂
す
る
こ
と
と

な
っ
た
が
実
際
に
は
今
年
の
場
合

10
月
１
日
と
し
た
。
し
か
し
坑
内

給
，
現
業
給
は
４
月
１
日
遡
及
計
算

と
し
た
。

鉱
員
見
合
（
5.
26
3％

）
1,
72
0
円

増
給

21
5

初
任
給
改
訂

35
0

基
準
外
割
増
率
引
下
げ

14
8

そ
の
他
（
精
勤
賞
与
）

（
66
)

鉱
員
見
合
（
9.
29
85
％
）

3,
23
4
円

増
給

21
5

初
任
給
改
訂

20
0

そ
の
他
（
精
勤
賞
与
）

（
36
)

鉱
員
見
合
（
７
％
）

2,
72
9
円

そ
の
他
（
精
勤
賞
与
）

（
33
)

大
学
卒

16
,7
00
円

19
,0
00
円

21
,0
00
円

初
任
給

⎧ ｜ ｜ ｜ ⎩

大
学

卒

短
大

卒

高
校

卒

短
大
卒

13
,5
00
円

15
,7
00
円

17
,7
00
円

高
校
卒

11
,5
00
円

13
,5
00
円

15
,5
00
円
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③
昭
和
41
～
45
年
度
基
準
内
給
推
移
表
（
単
位
：
円
)

昭
和
41
年
度

昭
和
42
年
度

昭
和
43
年
度

昭
和
44
年
度

昭
和
45
年
度

年
度

41
.4
.1
協
定

42
.3
.3
1

現
在

42
.4
.1
協
定

43
.3
.3
1

現
在

43
.4
.1
協
定

44
.3
.3
1

現
在

44
.4
.1
協
定

45
.3
.3
1

現
在

45
.4
.1
協
定

46
.3
.3
1

現
在

人
員

1,
29
1
人

1,
27
4
人

1,
27
4
人

1,
19
4
人

1,
19
4
人

1,
15
7
人

1,
15
7
人

1,
09
8
人

1,
09
8
人

人

摘
要

内
容

金
額

金
額

内
容

金
額

金
額

内
容

金
額

金
額

内
容

金
額

金
額

内
容

金
額

金
額

最
低

(1
,5
00
円
)

(2
,3
00
円
)

(3
,2
00
円
)

(4
,1
00
円
)

(5
,1
00
円
)

本
給

(月
額
)

⎧ ｜ ⎩
38
,5
17

37
,8
95

41
,9
25

40
,9
36

46
,5
21

45
,7
02

52
,8
75

50
,9
95

60
,0
77

58
,9
15

査
定

3,
39
6
円

4,
03
0
円

5,
58
5
円

7,
17
3
円

9,
08
2
円

家
族
給
(
月
額
)
扶
家
１
人

40
0
円

1,
22
1

1,
16
2

40
0
円

1,
16
2

1,
14
4

40
0
円

1,
11
4

1,
06
9

40
0
円

1,
06
9

1,
00
2

40
0
円

1,
00
2

96
5

１
種

38
0
円
(2
56
円
)

40
0
円
(2
80
円
)

43
0
円
(3
01
円
)

(4
70
円
)

(5
00
円
)

２
種

34
0
円
(2
38
円
)

35
0
円
(2
45
円
)

37
0
円
(2
59
円
)

(4
00
円
)

(4
30
円
)

坑
内

給

(日
額
)

⎧ ｜ ｜ ｜ ｜ ⎩

4,
64
9

4,
76
3

4,
93
3

5,
01
9

5,
33
4

5,
33
4

5,
78
9

5,
86
4

6,
29
0

6,
45
0

３
種

29
0
円
(2
03
円
)

30
0
円
(2
10
円
)

32
0
円
(2
24
円
)

(3
50
円
)

(3
80
円
)

３
種
有
給

23
5
円
(1
65
円
)

24
5
円
(1
72
円
)

26
0
円
(1
83
円
)

(2
80
円
)

(3
00
円
)

１
種

50
円

(3
5
円
)

50
円

(3
5
円
)

50
円

(3
5
円
)

(5
0
円
)

(5
0
円
)

２
種

28
円

(2
0
円
)

28
円

(2
0
円
)

28
円

(2
0
円
)

(2
8
円
)

(2
8
円
)

坑
外
現
業
給

(日
額
)

⎧ ｜ ｜ ｜ ｜ ⎩

98
99

99
10
5

10
5

98
98

94
94

85
１
種
有
給

45
円

(3
2
円
)

45
円

(3
2
円
)

45
円

(3
2
円
)

(4
5
円
)

(4
5
円
)

２
〃

23
円

(1
6
円
)

23
円

(1
6
円
)

23
円

(1
6
円
)

(2
3
円
)

(2
3
円
)

参
事
補

2,
00
0
円

2,
00
0
円

2,
00
0
円

2,
00
0
円

2,
00
0
円

資
格
手
当
(月

額
)

41
0

42
8

42
8

39
9

39
9

49
2

49
2

52
6

52
6

63
7

主
事

1,
00
0
円

1,
00
0
円

1,
00
0
円

1,
00
0
円

1,
00
0
円

職
階
責
任
給
(月

額
)主

任
1,
00
0
円

12
14

1,
00
0
円

14
8

1,
00
0
円

8
7

1,
00
0
円

7
14

1,
00
0
円

13
0

14
6

指
令

手
当

3,
00
0
円

28
3,
00
0
円

28
44

3,
00
0
円

44
40

合
計

44
,8
95

44
,3
61

48
,5
61

47
,5
81

53
,4
81

52
,7
30

60
,3
58

58
,5
39

68
,1
63

67
,2
38

鉱
員
見
合

2,
91
8
円

(7
.0
55
％
)

3,
30
7
円

(7
.4
54
％
)

4,
91
0
円

(1
0.
32
％
)

6,
32
8
円

(1
2％

)
7,
72
5
円

(1
3.
19
6％

)

増
給

58
2
円

89
3
円

99
0
円

1,
30
0
円

1,
90
0
円

上
昇

額

⎧ ｜ ｜ ｜ ｜ ⎩

そ
の

他
31
円

(精
勤
賞
与
取
消
し
)

計
3,
53
1
円

4,
20
0
円

5,
90
0
円

7,
62
8
円

9,
62
5
円

大
学

卒
22
,0
00
円

24
,0
00
円

27
,0
00
円

31
,5
00
円

36
,5
00
円

短
大

卒
18
,7
00
円

20
,7
00
円

23
,5
00
円

28
,0
00
円

33
,0
00
円

初
任

給

⎧ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ⎩

高
校

卒
16
,5
00
円

18
,5
00
円

21
,0
00
円

25
,0
00
円

30
,0
00
円

医
士

65
,0
00
円

72
,0
00
円

歯
科
医
士

63
,0
00
円

70
,0
00
円

備
考

坑
内
給
(

)内
は
社
員
補
で
法
定

係
員
に
選
任
さ
れ
て
い
な
い
者
。
医

士
並
に
女
子
は
含
ま
ず
。

左
同

今
年
度
よ
り
社
員
補
を
枠
内
と
し
た
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④
昭
和
46
～
50
年
度
基
準
内
給
推
移
表
（
単
位
：
円
)

（
別
表
２
）

昭
和
46
年
度

昭
和
47
年
度

昭
和
48
年
度

昭
和
49
年
度

昭
和
50
年
度

年
度

46
.4
.1
協
定

47
.3
.3
1

現
在

47
.4
.1
協
定

48
.3
.3
1

現
在

48
.4
.1
協
定

49
.3
.3
1

現
在

49
.4
.1
協
定

50
.3
.3
1

現
在

50
.4
.1
協
定

51
.3
.3
1

現
在

人
員

1,
06
0
人

98
7
人

98
7
人

91
7
人

91
7
人

人
86
6
人

人
84
7
人

人

摘
要

内
容

金
額

金
額

内
容

金
額

金
額

内
容

金
額

金
額

内
容

金
額

金
額

内
容

金
額

金
額

本
給

(月
額
)

68
,4
86

67
,0
56

77
,7
23

77
,0
60

91
,8
09

90
,3
17

14
4,
93
5

14
1,
64
6

16
2,
30
5

家
族
給
(
月
額
)
扶
家
１
人

40
0
円

96
5

91
5

40
0
円

91
5

89
3

40
0
円

89
3

85
6

40
0
円

85
6

円

１
種

55
0
円

60
0
円

67
0
円

1,
01
0
円

1,
24
0
円

２
種

47
0
円

52
0
円

59
0
円

93
0
円

1,
16
0
円

坑
内

給

(日
額
)

7,
07
0

7,
42
4

8,
17
9

8,
34
7

9,
43
0

9,
50
8

14
,8
28

14
,5
75

18
,1
00

３
種

42
0
円

46
0
円

52
0
円

81
0
円

99
0
円

３
種
有
給

33
0
円

36
0
円

41
0
円

63
0
円

77
0
円

１
種

60
円

60
円

70
円

15
0
円

17
0
円

２
種

40
円

40
円

50
円

10
0
円

12
0
円

坑
外
現
業
給

(日
額
)

10
5

10
8

10
8

12
6

14
9

14
7

31
0

32
9

37
7

１
種
有
給

50
円

50
円

50
円

80
円

90
円

２
〃

30
円

30
円

30
円

50
円

60
円

参
事
補

2,
00
0
円

2,
00
0
円

2,
00
0
円

6,
00
0
円

6,
00
0
円

資
格
手
当

(月
額
)

63
7

64
7

64
7

68
5

68
5

70
2

2,
10
6

2,
17
8

2,
17
8

主
事

1,
00
0
円

1,
00
0
円

1,
00
0
円

3,
00
0
円

3,
00
0
円

職
階
責
任
給
(月

額
)主

任
2,
00
0
円

27
0

27
9

2,
00
0
円

27
9

30
4

3,
00
0
円

45
7

43
3

5,
00
0
円

73
3

70
0

5,
00
0
円

0

指
令

手
当

(月
額
)

3,
00
0
円

40
36

3,
00
0
円

36
36

3,
50
0
円

42
44

5,
50
0
円

70
52

6,
00
0
円

57

合
計

77
,5
73

76
,4
65

87
,8
87

87
,4
51

10
3,
46
5

10
2,
06
7

16
3,
83
8

鉱
員
見
合

8,
61
1
円
(1
2.
80
7％

)
9,
62
2
円
(1
2.
58
4％

)
13
,5
14
円
(1
5.
45
3％

)
円

円

増
給

1,
60
0
円

1,
80
0
円

2,
50
0
円

円
円

上
昇

額

⎧ ｜ ｜ ｜ ｜ ⎩

そ
の

他
12
4
円
(主

任
手
当
増
分
)

円
円

円
円

計
10
,3
35
円

11
,4
22
円

16
,0
14
円

円
円

大
学

卒
42
,0
00
円

49
,0
00
円

58
,0
00
円

90
,0
00
円

90
,0
00
円

初
任

給

⎧ ｜ ｜ ⎩

短
大

卒
38
,2
00
円

44
,5
00
円

52
,5
00
円

82
,0
00
円

82
,0
00
円

高
校

卒
35
,0
00
円

41
,0
00
円

48
,0
00
円

74
,0
00
円

74
,0
00
円

備
考

医
士
並
に
女
子
は
含
ま
ず
。

左
同

左
同
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⑤
昭
和
41
～
45
年
度
基
準
外
諸
手
当
推
移
表

年
度

種
別

昭
和
41
年
度

昭
和
42
年
度

昭
和
43
年
度

昭
和
44
年
度

昭
和
45
年
度

普
通
日

休
日

特
殊
休
日

普
通
日

休
日

特
殊
休
日

普
通
日

休
日

特
殊
休
日

普
通
日

休
日

特
殊
休
日

普
通
日

休
日

特
殊
休
日

一
般

52
5
円

78
5
円

91
5
円

61
5
円

84
5
円

98
5
円

69
0
円

93
5
円

1,
08
5
円

76
0
円

1,
04
5
円

1,
21
5
円

94
5
円

1,
22
0
円

1,
41
5
円

宿
・
日
直
手
当

(日
額
)

看
護
婦

52
5
〃

78
5
〃

91
5
円

56
5
〃

84
5
〃

98
5
〃

62
5
〃

93
5
〃

1,
08
5
〃

70
0
〃

1,
04
5
〃

1,
21
5
〃

87
5
〃

1,
22
0
〃

1,
41
5
〃

⎧ ｜ ｜ ｜ ⎩

薬
剤
士

76
0
〃

91
5
〃

1,
17
5
〃

83
5
〃

98
5
〃

1,
26
0
〃

92
0
〃

1,
08
5
〃

1,
35
0
〃

1,
03
0
〃

1,
21
5
〃

1,
55
5
〃

1,
31
5
〃

1,
41
5
〃

1,
81
0
〃

医
士

76
0
〃

91
5
〃

1,
17
5
〃

1,
73
0
〃

2,
04
0
〃

2,
61
0
〃

発
破

手
当

15
日
以
上
施
行

月
額
1,
50
0
円

14
日
以
上
〃

日
額
60
円

左
同
じ

40
本
以
上
施
行

日
額
８
円

他
に

80
本

〃
〃

10
円

施
行
本
数
40
本
未
満

日
額

85
円

〃
40
本
以
上

〃
10
0
円

〃
80
本
以
上

〃
11
5
円

95
円

左
同

11
0
円

12
5
円

10
5
円

左
同

12
5
円

14
0
円

出
納

手
当

(月
額
)

60
0
円

60
0
円

60
0
円

60
0
円

60
0
円

臨
時

入
坑

手
当

(日
額
)

17
0
円

18
0
円

20
0
円

22
0
円

23
5
円

住
込

6,
20
5
円

6,
43
5
円

6,
43
5
円

6,
82
0
円

7,
26
3
円

労
務
連
絡
員
手
当

(月
額
)

⎧ ｜ ⎩
通

勤
3,
84
5
円

3,
99
0
円

3,
99
0
円

4,
23
0
円

4,
50
5
円

精
勤

賞
与

出
勤
１
日
に
つ
き
本
給
の
0.
17
％

３
ヶ
月
毎
に
本
給
の
11
.7
％
支
給
し

欠
勤
１
日
に
付
0.
15
％
減
率

〃
10
.3
％
支
給
し

〃
0.
13
％
減
率

〃
8.
9％

支
給
し

〃
0.
11
％
減
率

〃
7.
56
％
支
給
し

〃
0.
1％

減
率

有
扶
者

2,
03
8
円

2,
10
0
円

2,
10
0
円

2,
15
0
円

2,
20
0
円

⎧ ｜ ⎩
単
身
者

1,
63
1
〃

1,
70
0
〃

1,
70
0
〃

1,
75
0
〃

1,
80
0
〃

北
海
道
炭
鉱
手
当

(月
額
)

〃
加
算
分

有
扶
者

本
給
の
3.
4％

＋
86
0
円

本
給
の
3.
4％

＋
86
0
円

本
給
の
3.
4％

＋
86
0
円

本
給
の
3.
4％

＋
86
0
円

本
給
の
3.
4％

＋
86
0
円

⎧ ｜ ⎩
単
身
者

〃
＋
60
0
円

〃
＋
60
0
円

〃
＋
60
0
円

〃
＋
60
0
円

〃
＋
60
0
円

別
居

手
当

(月
額
)

3,
00
0
円

3,
00
0
円

3,
00
0
円

3,
00
0
円

5,
00
0
円

社
宅
外
居
住
手
当

(月
額
)

有
配
60
0
円

単
身
30
0
円

有
配
60
0
円

単
身
30
0
円

有
配
60
0
円

単
身
30
0
円

有
配
60
0
円

単
身
30
0
円

有
配
60
0
円

単
身
30
0
円

医
士

月
額
2,
00
0
円

日
額
80
円

月
額
2,
00
0
円

日
額
80
円

月
額
2,
00
0
円

日
額
80
円

月
額
2,
00
0
円

日
額
80
円

月
額
3,
00
0
円

日
額
12
0
円

診
療
所
在
勤
手
当

⎧ ｜ ⎩
薬
剤
士

〃
80
0
円

〃
32
円

〃
80
0
円

〃
32
円

〃
80
0
円

〃
32
円

〃
80
0
円

〃
32
円

〃
1,
20
0
円

〃
48
円

薬
剤

士

(免
許
状
下
附
)

～
２
年
2,
50
0
円

２
年
～
3,
20
0
円

５
年
～
4,
00
0
円

10
年
～
5,
00
0
〃

～
２
年
2,
50
0
円

２
年
～
3,
20
0
円

５
年
～
4,
00
0
円

10
年
～
5,
00
0
〃

～
２
年
2,
50
0
円

２
年
～
3,
20
0
円

５
年
～
4,
00
0
〃

10
年
～
5,
00
0
〃

～
２
年
3,
50
0
円

２
年
～
4,
20
0
円

５
年
～
5,
00
0
円

10
年
～
6,
00
0
〃

～
５
年
5,
00
0
円

５
年
～
6,
00
0
円

10
年
～
7,
00
0
円

レ
ン
ト
ゲ
ン
技
師

1,
20
0
円

1,
40
0
円

1,
40
0
円

2,
00
0
円

3,
00
0
円

医
務

技
術
者

手
当

(月
額
)

⎧ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ⎩

衛
生
検
査
技
師

60
0
〃

80
0
〃

80
0
〃

1,
00
0
〃

1,
50
0
〃

歯
科

技
工

士
40
0
〃

60
0
〃

60
0
〃

80
0
〃

1,
30
0
〃

マ
ッ
サ
ー
ジ
士

40
0
〃

40
0
〃

40
0
〃

60
0
〃

―
〃

看
護

婦
30
0
〃

30
0
〃

30
0
〃

30
0
〃

80
0
〃

月
額

1,
04
8
円

月
額

1,
12
8
円

月
額

1,
24
8
円

月
額

1,
40
1
円

月
額

1,
58
7
円

１
回
に
つ
き
19
8
〃

１
回
に
つ
き
21
3
〃

１
回
に
つ
き
23
6
〃

１
回
に
つ
き
26
5
〃

１
回
に
つ
き
30
0
〃

救
護

隊
手

当

⎧ ｜ ｜ ⎩

隊
員
手
当

練
習
手
当

召
集
手
当

時
間
外
の
召
集
に
対
し
特
別
呼
出
手

当
を
支
給
す
る
。

左
同
。
他
に
召
集
１
回
に
付
20
円

を
支
給
す
る
。

左
同
。
他
に
召
集
１
回
に
付
20
円

を
支
給
す
る
。

左
同
。
他
に
召
集
１
回
に
付
20
円

を
支
給
す
る
。

左
同
。
他
に
召
集
１
回
に
付
70
円

を
支
給
す
る
。
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⑥
昭
和
46
～
50
年
度
基
準
外
諸
手
当
推
移
表

（
別
表
３
）

年
度

種
別

昭
和
46
年
度

昭
和
47
年
度

昭
和
48
年
度

昭
和
49
年
度

昭
和
50
年
度

普
通
日

休
日

特
殊
休
日

普
通
日

休
日

特
殊
休
日

普
通
日

休
日

特
殊
休
日

普
通
日

休
日

特
殊
休
日

普
通
日

休
日

特
殊
休
日

一
般

1,
06
5
円

1,
37
5
円

1,
59
5
円

1,
19
5
円

1,
54
5
円

1,
79
0
円

1,
38
0
円

1,
79
0
円

2,
07
0
円

2,
14
0
円

2,
78
0
円

3,
22
0
円

円
円

円
宿
・
日
直
手
当

(日
額
)

⎧ ｜ ｜ ｜ ⎩

看
護
婦

92
0

1,
37
5

1,
59
5

1,
03
0

1,
54
5

1,
79
0

1,
19
0

1,
79
0

2,
07
0

1,
85
0

2,
78
0

3,
22
0

薬
剤
師

1,
55
5

1,
62
0

2,
07
5

1,
74
5

1,
82
0

2,
33
0

2,
02
0

2,
10
0

2,
69
0

3,
14
0

3,
26
0

4,
18
0

発
破

手
当

施
行
本
数
40
本
未
満

日
額
12
0
円

40
本
以
上

〃
14
5

80
本
以
上

〃
16
0

施
行
本
数
40
本
未
満

日
額
13
5
円

40
本
以
上

〃
16
5

80
本
以
上

〃
23
0

施
行
本
数
40
本
未
満

日
額
15
0
円

40
本
以
上

〃
19
0

80
本
以
上

〃
28
0

施
行
本
数
40
本
未
満

日
額
23
0
円

40
本
以
上

〃
30
0

80
本
以
上

〃
44
0

施
行
本
数
40
本
未
満

日
額

円

40
本
以
上

80
本
以
上

出
納

手
当

(月
額
)

60
0
円

60
0
円

円
90
0
円

90
0
円

臨
時

入
坑

手
当

(日
額
)

26
0
円

28
5
円

32
0
円

50
0
円

50
0
円

住
込

7,
74
5
円

8,
19
0
円

8,
83
0
円

11
,2
75
円

11
,2
75
円

労
務
連
絡
員
手
当

(月
額
)

⎧ ｜ ⎩
通

勤
4,
78
5

5,
08
0

5,
47
5

6,
99
0

6,
99
0

精
勤

賞
与

３
ヶ
月
毎
に
本
給
の
6.
63
％
支
給

し
欠
勤
１
日
に
付
0.
08
5％

減
率

３
ヶ
月
毎
に
本
給
の
5.
83
％
支
給

し
欠
勤
１
日
に
付
0.
07
5％

減
率

３
ヶ
月
毎
に
本
給
の

％
支
給
し

欠
勤
１
日
に
付

％
減
率

３
ヶ
月
毎
に
本
給
の
3.
13
％
支
給

し
欠
勤
１
日
に
付
0.
04
％
減
率

３
ヶ
月
毎
に
本
給
の

％
支
給
し

欠
勤
１
日
に
付

％
減
率

有
扶
者

2,
28
0
円

2,
38
7
円

円
2,
53
7
円

本
人
分

円

単
身
者

1,
88
0

1,
98
7

〃
2,
13
7
〃

〃
北
海
道
炭
鉱
手
当

(月
額
)

〃
加
算
分

⎧ ｜ ｜ ｜ ｜ ⎩

有
扶
者

本
給
の
3.
4％

＋
86
0
円

本
給
の
3.
4％

＋
86
0
円

本
給
の

％
＋

円
本
給
の
2.
8％

＋
86
0
円

本
給
の
3.
73
3％

＋
3,
26
2
円

単
身
者

〃
＋
60
0
円

〃
＋
60
0
円

〃
〃

〃
60
0
〃

扶
養
家
族
１
人
の
場
合

1,
66
2
円

１
人
増
す
毎

1,
00
0
〃

別
居

手
当

(月
額
)

5,
00
0
円

5,
00
0
円

円
7,
00
0
円

円

社
宅
外
居
住
手
当

(月
額
)

有
配
60
0
円

単
身
30
0
円

有
配
60
0
円

単
身
30
0
円

有
配

円
単
身

円
有
配

円
単
身

円
有
配

円
単
身

円

診
療
所
在
勤
手
当

薬
剤
師

月
額
1,
20
0
円

日
額
48
円

月
額
1,
20
0
円

日
額
48
円

月
額
1,
20
0
円

日
額
80
円

月
額
2,
00
0
円

日
額
80
円

月
額

円
日
額

円

薬
剤

師

(免
許
状
下
附
)

～
５
年
6,
50
0
円

５
年
～
7,
50
0
円

10
年
～
8,
50
0
円

～
５
年
7,
00
0
円

５
年
～
8,
00
0
円

10
年
～
9,
00
0
〃

～
５
年
7,
50
0
円

５
年
～
8,
50
0
円

10
年
～
9,
50
0
〃

～
５
年
9,
50
0
円

５
年
～
10
,5
00
円

10
年
～
11
,5
00
〃

～
５
年

円
５
年
～

円

10
年
～

〃

レ
ン
ト
ゲ
ン
技
師

4,
00
0
円

4,
20
0
円

4,
70
0
円

6,
70
0
円

円
医

務

技
術
員

手
当

(月
額
)

⎧ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ⎩

衛
生
検
査
技
師

2,
50
0
〃

2,
70
0
〃

3,
20
0
〃

5,
20
0
〃

〃

歯
科

技
工

士
2,
30
0
〃

2,
50
0
〃

3,
00
0
〃

5,
00
0
〃

〃

看
護

婦
1,
20
0
〃

1,
30
0
〃

1,
50
0
〃

3,
00
0
〃

〃

そ
の

他
50
0
〃

60
0
〃

60
0
〃

1,
00
0
〃

〃

月
額

1,
79
0
円

月
額

2,
01
6
円

月
額

円
月
額

円
月
額

円

１
回
に
つ
き

33
8
円

１
回
に
つ
き

38
1
〃

１
回
に
つ
き

〃
１
回
に
つ
き

〃
１
回
に
つ
き

〃
救

護
隊

手
当

⎧ ｜ ｜ ⎩

隊
員
手
当

練
習
手
当

召
集
手
当

召
集
１
回
に
付
12
0
円
を
支
給
す
る
。

召
集
１
回
に
付
12
0
円
を
支
給
す
る
。

召
集
１
回
に
付

円
を
支
給
す
る
。

召
集
１
回
に
付

円
を
支
給
す
る
。

召
集
１
回
に
付

円
を
支
給
す
る
。
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⑦
昭
和
25
～
40
年
度
期
末
手
当
推
移
表
（
単
位
：
円
)

25
年

26
年

27
年

28
年

29
年

30
年

31
年

32
年

期
別

摘
要

前
後

前
後

前
後

前
後

前
後

前
後

前
後

前
後

職
員

3,
00
0

4,
95
0

11
,2
00

24
,0
00

38
,0
00

38
,0
00

27
,5
00

27
,5
00

25
,3
00

１
括
支
給
平
均 78
9

24
,4
50

24
,8
00

28
,1
50

34
,9
00

49
,2
00

69
,8
00

76
,3
00

妥 結 額

鉱
員

1,
00
0

1,
65
0

3,
70
0

(1
,0
00
)

7,
10
0

(1
,0
00
)

11
,0
00

(1
,0
00
)

11
,3
00

(1
,0
00
)

8,
10
0

(1
,0
00
)

8,
20
0

(1
,0
00
)

7,
55
0

(1
,0
00
)

１
括
支
給
平
均 24
0

7,
30
0

(1
,0
00
)

7,
30
0

(1
,5
00
)

8,
30
0

(1
,7
00
)

10
,2
50

(1
,7
00
)

14
,4
50

(1
,7
00
)

20
,5
00

(1
,7
00
)

23
,5
00

妥
結

基
礎

1,
00
0×

3 ＝
3,
00
0

1,
65
0×

3 ＝
4,
95
0

3,
70
0×

3 ＝
11
,1
00

で
あ
る
が
諸
般
の

事
情
に
よ
り

11
,2
00
円
と
な

る
。

7,
30
0×

3

＋
2,
10
0 ＝
24
,0
00

2,
10
0円

は
他
社

と
の
均
衡
を
勘
案

し
て
加
算
7,
30
0

円
は
税
込
み
と
見

た
時
の
金
額

11
,2
50
×
3.
28
8

＝
37
,0
00

と
な
る
が
他
社
と

の
均
衡
を
勘
案
し

て
38
,0
00

前
期
同
様

8,
35
0×

3.
29
0

＝
27
,4
72

8,
45
0×

3.
29
3

＝
27
,8
26

7,
80
0×

3.
25

＝
25
,3
50

7,
50
0×

3.
35

＝
25
,2
93

7,
30
0×

3.
35
1

＝
24
,4
62

7,
55
0×

3.
24
4

＝
24
,4
92

他
に
一
括
支
給
金

１
人
当
78
9
円

(2
39
×
3.
3倍

)

7,
67
5×

3.
23
8

＝
24
,8
52

会
社
は

8,
67
5×

3.
23
1

＝
28
,0
29

を
主
張

組
合
は
他
社
と
の

均
衡

か
ら

28
,6
00
円
を
主

張
歩
み
よ
っ
て

会
社
は

28
,1
50
×
10
,6
76

8,
67
5

≒
34
,6
50
を
主

張
，
組
合
は

28
,1
50
＋
7,
00
0

＝
35
,1
50
(他

社

と
の
均
衡
)を

主

張
歩
み
よ
っ
て

34
,9
00
×
14
,4
50

10
,2
50

＝
49
,2
00

49
,2
00
×
20
,5
00

14
,4
50

＝
69
,8
00

69
,8
00
＋
6,
50
0

＝
76
,3
00

本
給

按
分

A
70
0

均
等
割

2,
30
0

4,
95
0

11
,2
00

21
,9
00

34
,0
00

34
,0
00

24
,5
00

24
,5
00

22
,4
50

22
,3
89

21
,9
50

25
,2
58

31
,3
85

45
,0
97

63
,9
38

70
,1
96

平
均

2,
10
0

4,
00
0

4,
00
0

3,
00
0

3,
00
0

2,
85
0

2,
85
0

2,
85
0

2,
89
2

3,
51
5

4,
10
3

5,
86
2

6,
10
4

査 定
最

高
7,
00
0

20
,0
00

20
,0
00

15
,0
00

15
,0
00

15
,0
00

15
,0
00

15
,0
00

15
,0
00

15
,0
00

21
,0
00

30
,0
00

33
,0
00

配 分 内 記 他

公
傷

1,
00
0

A
×
80
％

同
同

同
同

同
同

同
同

A
×
78
％

同
同

見 舞 金

有
扶

1,
00
0

1,
00
0

1,
50
0

4,
00
0

5,
00
0

6,
00
0

4,
00
0

4,
00
0

4,
00
0

4,
00
0

4,
00
0

4,
00
0

5,
00
0

9,
00
0

15
,0
00

17
,0
00

私 病
単

身
80
0

2,
00
0

3,
00
0

3,
00
0

2,
00
0

2,
00
0

2,
00
0

2,
00
0

2,
00
0

2,
00
0

2,
50
0

4,
50
0

7,
50
0

8,
00
0

社
員

補

備 考

係
長
以
下
男
子

平
均

男
女
こ
み
平
均
と

な
る
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33
年

34
年

35
年

36
年

37
年

38
年

39
年

40
年

期
別

摘
要

前
後

前
後

前
後

前
後

前
後

前
後

前
後

前
後

職
員

67
,2
00

70
,4
00

70
,4
00

60
,8
00

61
,8
00

67
,7
00

74
,3
00

80
,4
00

74
,3
00

74
,3
00

74
,3
00

83
,0
00

89
,2
00

95
,7
00

95
,7
00

97
,7
00

妥 結 額

鉱
員

(1
,7
00
)

21
,0
00

(1
,7
00
)

22
,0
00

(1
,7
00
)

22
,0
00

(1
,7
00
)

１
時
金
1,
00
0

18
,0
00

(1
,7
00
)

１
時
金
1,
00
0

19
,0
00

(1
,7
00
)

21
,5
00

(1
,7
00
)

１
時
金
1,
00
0

23
,5
00

(1
,7
00
)

１
時
金
5,
00
0

25
,0
00

(1
,7
00
)

１
時
金
2,
00
0

22
,5
00

(1
,7
00
)

１
時
金
2,
00
0

22
,5
00

(1
,7
00
)

１
時
金
2,
00
0

22
,5
00

(1
,7
00
)

28
,5
00

(1
,7
00
)

33
,0
00

(1
,7
00
)

39
,0
00

(1
,7
00
)

39
,0
00

(1
,7
00
)

生
協
金
1,
00
0

39
,0
00

妥
結

基
礎

21
,0
00
×
3.
20
2

＝
67
,2
42

22
,0
00
×
3.
20
2

＝
70
,4
44

前
期
同
様

19
,0
00
×
3.
20
2

＝
60
,8
38

19
,0
00
×
3.
20
2

＋
1,
00
0 ＝
61
,8
38

(2
0,
50
0×

3.
20
2)

＋
(5
00
×
3.
20
2

＋
50
0)
＝
67
,7
42

20
,5
00
×
3.
20
2

＋
4,
00
0×

6,
50
0

3,
00
0

20
,5
00
×
3.
20
2

＋
4,
50
0×

6,
50
0

3,
00
0

＋
5,
00
0

20
,5
00
×
3.
20
2

＋
4,
00
0×

6,
50
0

3,
00
0

前
期
同
様

前
期
同
様

20
,5
00
×
3.
20
2

＋
6,
00
0×

6,
50
0

3,
00
0

20
,5
00
×
3.
20
2

＋
9,
50
0×

6,
50
0

3,
00
0

＋
3,
00
0

20
,5
00
×
3.
20
2

＋
9,
50
0×

6,
50
0

3,
00
0

＋
9,
00
0＋

50
0

前
期
同
様

前
期
＋
1,
00
0

(完
全
在
籍
切
替

見
合
)＋

1,
00
0

本
給

按
分

A
62
,4
05

65
,4
60

65
,4
65

56
,5
72

57
,5
12

62
,9
84

69
,0
99

74
,7
59

69
,1
30

69
,0
10

69
,1
34

77
,2
62

82
,7
62

88
,7
46

89
,0
01

90
,9
93

平
均

4,
79
5

4,
94
0

4,
93
5

4,
22
8

4,
28
8

4,
71
6

5,
20
1

5,
64
1

5,
17
0

5,
29
0

5,
16
6

5,
73
8

6,
43
8

6,
95
4

6,
77
7

6,
70
7

査 定
最

高
21
,0
00

21
,0
00

21
,0
00

18
,0
00

18
,0
00

20
,0
00

23
,0
00

25
,0
00

23
,0
00

23
,0
00

23
,0
00

26
,0
00

28
,0
00

30
,0
00

30
,0
00

30
,0
00

配 分 内 記 他

公
傷

同
同

同
同

同
同

同
A
×
85
％

同
同

同
同

同
同

同
同

見 舞 金

有
扶

16
,0
00

17
,0
00

17
,0
00

16
,0
00

16
,0
00

18
,0
00

20
,0
00

25
,0
00

25
,0
00

25
,0
00

25
,0
00

28
,0
00

30
,0
00

32
,0
00

32
,0
00

32
,0
00

私 病
単

身
8,
00
0

8,
00
0

8,
00
0

8,
00
0

7,
00
0

8,
00
0

8,
00
0

10
,0
00

10
,0
00

10
,0
00

10
,0
00

10
,0
00

10
,0
00

10
,0
00

10
,0
00

10
,0
00

社
員

補
１
律
5,
00
0円

勤
続
１
年
未
満

80
％

４
月
採
用
5,
10
0

勤
続
１
年
未
満

80
％

勤
続
１
年
未
満

80
％

勤
続
1年

未
満
80
％

勤
続

85

勤
続

90

前
期
同
様

勤
続
１
年
85
％

勤
続
２
年
90
％

勤
続
３
年
95
％

前
期
同
様

勤
続
２
年
90
％

勤
続
３
年
95
％

前
期
同
様

前
期
同
様

前
期
同
様

前
期
同
様

前
期
同
様

前
期
同
様

前
期
同
様

備 考

主
任
以
下
平
均
と

な
る

社
員
補
を
含
む
平

均
と
な
る

参
事
補
を
別
枠

完
全
在
籍
実
施
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⑧
昭
和
46
～
50
年
度
期
末
手
当
推
移
表
（
単
位
：
円
)

昭
和
46
年
度

昭
和
47
年
度

昭
和
48
年
度

昭
和
49
年
度

昭
和
50
年
度

年
・
期
・
別

摘
要

前
後

前
後

前
後

前
後

前
後

職
員

19
6,
20
0

19
6,
70
0

21
3,
70
0

23
3,
70
0

34
5,
70
0

47
3,
20
0

53
4,
70
0

53
4,
70
0

妥 結 額

鉱
員

生
産
協
力
金 5,
00
0

(1
,7
00
)

10
3,
50
0

〃

5,
00
0

(1
,7
00
)

10
4,
00
0

〃

5,
00
0

(1
,7
00
)

11
4,
00
0

〃

5,
00
0

(1
,7
00
)

12
5,
50
0

〃
〃

〃

26
5,
00
0

〃
〃

31
5,
00
0

〃

妥
結

基
礎

前
期
＋
20
,0
00

前
期
＋
50
0

前
期
＋
17
,0
00

前
期
＋
20
,0
00

前
期
＋
12
7,
50
0

前
期
＋
61
,5
00

本
給

按
分

A
18
2,
45
7

18
3,
12
4

19
8,
72
3

21
7,
38
8

39
3,
37
8

44
3,
38
3

44
4,
39
0

配 分 内 容

平
均

13
,7
43

13
,8
76

14
,9
77

16
,3
12

一
律
額

47
,0
00

53
,0
00

53
,0
00

査 定
最

高
43
,0
00

43
,0
00

45
,0
00

47
,0
00

査
定

32
,8
22

38
,3
17

37
,3
10

有
扶

73
,0
00

73
,0
00

79
,0
00

86
,0
00

病 欠
最 低 補 償

単
身

30
,0
00

30
,0
00

33
,0
00

36
,0
00

病
欠
以
外
の
場
合

本
給
の
50
％

本
給
の
50
％

本
給
の
50
％

本
給
の
50
％

本
給
×

50 15
0
×

2.
92
＋
47
,0
00

本
給
×

50 15
0
×

3.
31
＋
53
,0
00

本
給
×

50 15
0
×

3.
4＋

53
,0
00

公
傷

本
給
×
2.
83
5× 90
％

本
給
×
2.
86
3× 90
％

本
給
×
2.
73
×

90
％

本
給
×
2.
99
×

90
％

(本
給
×
2.
92
＋

47
,0
00
)×

90
％

本
給
×
3.
31
＋

53
,0
00
×
90
％

本
給
×
3
.
4
＋

53
,0
00
×
90
％

見 舞 金
有

扶
69
,0
00

69
,0
00

75
,0
00

82
,0
00

16
0,
00
0

18
0,
00
0

18
0,
00
0

私 病
単

身
23
,0
00

23
,0
00

25
,0
00

27
,0
00

55
,0
00

60
,0
00

60
,0
00

本
給
按
分

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃

備
考

円
率

2.
83
5

〃
2.
86
3

〃
2.
73

〃
2.
99

〃
〃

〃
2.
92

〃
3.
31

〃
3.
40

〃

鉱
職
比

1.
81

〃
1.
8

〃
1.
8

〃
1.
79

〃
〃

〃
1.
78

〃
〃

〃
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⑨ 社員賃金構成表（医士並びに医務技術員諸手当を除く)

（別表１）

区 分 摘 要 私
病

欠
勤

公
傷

欠
勤

死
亡

解
傭

本 給 成績査定 円 ○ ○ ○

家 族 給 扶養家族１人に付き 月額 400円 ○ ○ ○

一 種 操業日，坑内勤務１日に付き 円

二 種 〃 〃 〃 円

⎫
｜
｜
｜
⎭

○坑
内
給 三 種 〃 〃 〃 円

三 種 有 給 年次有給使用の時１日に付き 円

基

準

内

給

一 種 操業日，現業従事１日に付き 円 ⎫
｜

⎭
○

二 種 〃 〃 〃 円
坑
外
現
業
給

一 種 有 給 年次有給使用の時１日に付き 円

二 種 有 給 〃 〃 円

職 階 責 任 給 主任手当 月額 円

資 格 手 当 参事補 円 主事 円 ○ ○ ○

指 令 手 当 誘導無線指令室勤務者に対し 月額 円

坑内勤務者 時間外勤務１時間に付き（Aイ×1.25） 欠
勤
開
始
九
十
日
間
（
暦
日
）（
勤
続
満
五
年
以
上
の
者
は
百
八

十
日
間
）
支
給
し
、
そ
の
後
は
一
切
支
給
し
な
い
。

出
勤
三
十
日
（
暦
日
）
未
満
で
再
び
同
一
傷
病
の
欠
勤
は
期
間
の

前
後
を
通
算
す
（
上
記
期
間
経
過
後
、
家
族
給
、
北
手
Ａ
の
み
見

舞
金
と
し
て
支
給
）

当
月
中
の
休
業
補
償
費
と
の
差
額
を
見
舞
金
と
し
て
支
給
す
る
。

勤
続
給

当
月
の
操
業
日
数
、
坑
内
給
、
現
業
給

休
業
前
三
ヶ

月
間
の
一
月
当
り
平
均
額
。

私
病
欠
勤
に
よ
る
賃
金
支
給
停
止
者
及
懲
戒
解
傭
者
は
支
給
せ
ず
。

事
務
引
継
等
の
た
め
翌
日
に
亘
っ
た
場
合
は
翌
月
迄
支
給
す
る
。

時間外
勤 務 坑外勤務者 〃 〃 （B×1.0）……１時間 （B×1.25）……２時間目以降

坑内勤務者 休日出勤１時間に付き（Aイ×1.25）

超
過
労
働
手
当

休 日
出 勤 坑外勤務者 〃 〃 （B×1.25）

坑内勤務者 特殊休日出勤１時間に付き（Aイ×1.6）特殊休
日出勤 坑外勤務者 〃 〃 （Aロ×1.6）

坑内勤務者 P･M 10時～A･M ５時の勤務１時間（Aイ×0.25）深夜業
手 当 坑外勤務者 〃 〃 〃 （B×0.25）

基

準

外

給

坑内勤務者 時間内呼出勤務 １時間に付（Aイ×0.25）呼出作
業手当 坑外勤務者 〃 〃 （B×0.25）

特 殊 作 業 当 災害事故，高温多湿，寒冷並に危険な作業に対する手当（各事業所毎に都度協議する）

特

殊

労

働

手

当

宿 日 直 手 当 １回に付き 普通日 円 休日 円 特殊休日 円

発 破 手 当 施行本数40本未満 日額 円 40本以上 日額 円 80本以上 日額 円

出 納 手 当 出納作業に対し 月額 600円

臨 時 入 坑 手 当 臨時入坑１日に付き 月額 円

労 務 連 絡 員 手 当 住込の場合 月額 円 通勤の場合 月額 円

精 勤 賞 与 ３ヶ月毎に本給の ％を支給し，欠勤１日に付 ％を減率する。

有 扶 者 A 月額 円 B 本給の3.4％＋860円北 海 道
炭 鉱 手 当

○ ○ ○
単 身 者 A 月額 円 B 〃 ＋600円

そ

の

他

別 居 手 当 月額 5,000円
○ ○ ○

社 宅 外 居 住 手 当 月額 扶養者 600円 単身者 300円

休 日 出 張 手 当 休日出張１日に付（本人給＋25）

超過労働手当及び特殊労働手当の基礎額

１ Aイ＝

(月 額)

本給＋職責＋資手＋内給３＋発破＋北手
200

＋
内給1，2

8

２ Aロ＝

(月 額)

本給＋職責＋資手＋外現＋医手＋診在＋出納＋北手
200

３ B ＝

(月 額)

本給＋職責＋資手＋外現＋医手＋診在＋出納＋北手
175

（註) 職 責……職階責任給

資 手……資格手当

内 給 ３……坑内給第三種

発 破……発破手当

北 手……北海道炭鉱手当

内給１，２……坑内給第一種・第二種

外 現……坑外現業給

医 手……医務技術員手当

診 在……診療所在勤手当

出 納……出納手当
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３ 清水沢炭鉱閉山，夕張新鉱事故等資料

① 清水沢炭鉱閉山関係

清水沢炭鉱閉山に伴う総括経過報告

昭和55年１月14日労使協議会が開催され，清水沢炭鉱閉山提定が出された。これに基いて，

１月18日第四回地区委員会を開き清水沢炭鉱閉山の提案内容の説明をし，引続き執行部より

「今後の取組みと基本方針」が提案され，審議の結果，確認された。この基本方針に基いて清

水沢炭鉱調査委員会を設け，１月28日清水沢炭鉱の入坑調査を行ない，それぞれ問題点を検

討し調査委員会としての結論をまとめた。

２月15日第五回地区委員会を開き，調査委員会の調査報告を行ない，閉山やむなしの確認

をえ，完全雇用を前提とし条件交渉を行なう。以上一括確認された。

２月28日第一回職員分科会を開催し，諸条件について協議に入ったが，未だ炭労が決まっ

ていない経緯もあり，交渉の進展もなく中断された。

３月11日午後１時より第二回職員分科会が開かれたが，会社提案と組合提案との開きが大

きく，特に交付金について交渉は難行し双方意見が対立したまま３時20分に至り，一時交渉

が中断された。このあと４時より清水沢炭鉱会議室において，現在までの経過について職場報

告会を行ない意見や要望などをまとめ検討に入った。

何れにしても諸条件が決まらなければ所要人員及び移行人員の協議も遅れると判断し，引続

き精力的に交渉を行なうことを意志統一し職場報告会を終わった。

引続き午後７時より第三回職員分科会が開かれ，完全雇用を前提とし所要人員について交渉

に入ったが，未だ移行人員については労組も決まってない状態なので，後日早急に協議をする

事を約し万一所要人員より外れた人の場合を考え別紙の通り要求書を出した。

交付金支給について再度交渉を行なったが，会社は，清水沢炭鉱の閉山に伴う社員の退職者

に支払うのに交付金を使用させてほしいと繰返し，組合としては個人の労務債であるし性格上

問題が多いとし，双方の意見が対立し長時間にわたり論議をしたが，平行線の状態で進展がな

く，午後９時より団体交渉に切替え再交渉をした。執行部も鋭意交渉を進めて来たが，会社は

退職者に交付金を使用したい，再三であるが御協力願いたいとし前進回答が見られず，執行部

としても検討の結果，

⑴ 清水沢炭鉱閉山に伴う退職者に支払うと云う事なので理解せざるを得ない。

⑵ このまま引続き交渉を行なっても前進するものは無い。亦移行問題も残ってるので解決せ

ざるを得ない。

以上の判断に立ち，13日午前12時30分に至り不満ではあるが解決せざるを得なかった。

執行部としては，これからの所要人員計画に当り労働条件の向上を目指し，保安確保，安定

職場の確立にむけて努力をして行く。

以上清水沢炭鉱閉山に伴う妥結に至るまでの経過報告とする。
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◇調査委員会の経過報告◇

55.2.6

第５回地区委員会で審議され決定した「清水沢炭鉱閉山に伴う」調査委員会の構成人員につ

いては執行部で鋭意検討の結果，協議会２名，夕張職組２名，清水沢地区副委員長１名，保安

委員１名，計６名が決り直に取組みに入り調査検討を行った。その経過と内容は次の通りであ

る。

調査の重点は会社が提示した「清水沢炭鉱閉山に伴う炭量」について，双方が清水沢炭鉱に

おいて協議が行われた。

冒頭会社側より清水沢炭鉱の概況並炭量（資料に基いて）について説明を受けた後，引続き

質疑のあと直ちに入坑調査を行い，実態調査をし出坑後検討結果をまとめた。

一，調 査 日 程

55年１月28日㈪午前10時より清水沢炭鉱において，鈴木炭鉱長他松田次長，伊藤管理

課長が出席し，閉山に伴う理由の細部説明を受けた後，二班に別れ入坑調査を行う。

第一班 10尺現区域方面調査

木本議長，北野委員長，高橋副委員長（伊藤課長）

第二班 南部10尺第４ロング下段方面

小野局長，吉田書記長，三上保安委員（松田次長）

二，調査の内容

１）坑内骨格の状況

第一斜坑群，連絡ベルト斜坑，第二斜坑群及び第三斜坑群と排気立坑を浅部の骨格とし，

連絡坑道入，排気斜坑と盤上坑道又は盤下坑道等を組合せた骨格で各地並の展開は現区域，

西部区域，南部区域等に盤上坑道または立入坑道より各炭層に着炭し，片盤向長壁式切羽

を設けている。

２）生 産 状 況

① 南部区域

南部区域は平安８尺層と其の下にある10尺層の稼行をしてきたが，平安８尺層を見

ると修正再建計画炭量28万９千トンに対し，40万２千トンを採掘し計画より11万３

千トンも上廻る実績を出し，53年度で平安８尺層は終掘をしている。

亦此の層の下にある10尺層については現稼行切羽も含めて計画が70万５千トンに対

し，41万５千トンで29万トンの落込みになっている。此の主としたる原因は炭層が褶

曲断層群による為稼行が不能となり，計画された切羽にそれぞれ惹起し減量となって来

ている。

調査の対照となった南部10尺第４ロング下段においては上段を稼行したときに褶曲

部からなる断層群により予定より早く稼行が終了している。何れにしても断層により各

切羽が予定より早く終了を期したので，計画外に可採炭量の代替として設定したのが此

の第４ロング下段切羽である。然し炭層の山丈が２米近くあるが，此の炭層の中に岩盤

が３段階に分布されており，実質炭丈は１米前後位しかない。

亦ゲートの先進坑道を見ると，切羽より100米先に断層があり10米位の無炭帯とな
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り，ここで切羽を切替えて先に稼行しても其の先約100米先では完全に無炭地帯となっ

ている。

此の様な状態の中で稼行をしているが，上下盤の乱れが多く見られ保安確保にも対策

を講じているのが現状である。

② 10尺層現区域

10尺層現区域を見ると，非常に上下盤が乱れ，悪化している状態の中で，切羽を設

定し稼行する実態ではない。

４片，５片を考えるとボーリングの結果，炭層傾斜が40度～50度と判明し，現在の

ドラムカッターの採掘には不適であるし，保安面から見ても問題が多い。

６片，７片については10尺ベルト卸No.2掘進により，断層の為落差80米が判明し

採掘不適となっている。

これによる計画出炭25万３千トンが全面的に不能になっている。

亦４片８尺后向下炭ロングについても，代替ロングとして計画をしていたが，炭丈は

１米程度がボーリングの結果判明してるのと，以前に上炭払をしたときの坑道に溜水が

あり，此の対策と断層対策が必要となり，経済性と保安確保の面から考えると至難であ

る。

３）保 安 関 係

炭層状態が不安定の為54年度においては，重大災害が発生している。これらの状態を

見ると地質構造や炭層の賦存状況等からして，保安確保の確立においては万全の策を講じ

る必要がある。

北炭の中でも災害率の低い炭鉱ではあるが，上下盤の不良，亦断層との対策から災害防

止には一段と対策が講じられなければならない。

三，結 論

以上実態調査の経過から調査委員会としては，次の通り判断をした。

１)南部区域の平安８尺層は53年に採掘が完了し，其の後10尺層の採掘に当り平和断層の

派生断層群により面長減，片盤長減となり採掘区域がせばまり，又地上表示物件維持保護

のため計画を中止せざるを得ない区域も発生した。随って現南部第４ロング下段切羽以外

に安定した採掘区域は見当らない。

２)10尺現区域においては上下盤の乱れ，断層の介在並炭層の傾斜が非常に強く計画が中

止されているが，何れにしても採掘が出来る様な炭層条件ではないのと保安確保の面にお

いても必要以上の対策が考えられる。

３)４片后向下炭については，上炭払跡の溜水対策が必要とされ且経済炭量としてもとぼし

く，保安面からも避けるべきと考えられる。

以上自然条件の劣悪に伴い，現状からみて「生産能率の向上」及「収支の改善」は望めず，

石炭政策が抜本的に改められない限り，存続は難しいと判断する。

今後は保安確保に万全の対策と指導を講ずるべきである。

以上調査委員会としては結論をまとめた。

随って55年４月末日清水沢炭鉱閉山もやむなしと判断し提案致します。

以 上
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昭和55年２月 日

北炭夕張炭鉱株式会社

取締役社長 神 野 哲 一 殿

北炭夕張職員組合

執行委員長 北 野 潔

清水沢炭鉱閉山提案に伴う回答書

１月14日会社側より清水沢炭鉱閉山に伴う提案があり，夕張職員組合としては清水沢炭鉱

閉山に伴う調査委員会を設置し，１月28日清水沢炭鉱において入坑，調査，検討の結果，次

の通り判断し確認致しました。

⑴ 南部区域の平安８尺層は53年に採掘が完了し，其の後10尺層の採掘に当り平和断層の派

生断層群により面長減，片盤長減となり，採掘区域がせばまり，又地上表示物件維持保護の

ため計画を中止せざるを得ない区域も発生した。随って現南部第４ロング下段切羽以外に安

定した採掘区域は見当らない。

⑵ 10尺現区域においては上下盤の乱れ，断層の介在並炭層の傾斜が非常に強く，計画が中

止されているが，何れにしても採掘が出来る様な炭層条件ではないのと，保安確保の面にお

いても必要以上の対策が考えられる。

⑶ ４片后向下炭については，上炭払跡の溜水対策が必要とされ，且経済炭量としてもとぼし

く，保安面からも避けるべきと考えられる。

以上，自然条件の劣悪に伴い，現状からみて「生産能率の向上」及び「収支の改善」は望め

ず，石炭政策が抜本的に改められない限り，存続は難しいと判断する。

今後は保安確保に万全の対策と指導を講ずるべきである。

随って55年４月末日清水沢炭鉱閉山もやむなしと判断し，完全雇用を前提として諸条件に

ついて要求致します。

以 上

（会社提案)

清水沢炭鉱閉山諸条件（社員関係)

１．閉山時期

現行稼行中の区域が略々終掘となる昭和55年４月末を以て閉山とする。

２．退職時期

閉山の時期を以て全員解雇する。

３．雇用計画

⑴ 坑内係員の適格者は北炭夕張炭鉱株式会社（50名程度）並びに北炭真谷地炭鉱株式会

社及び北炭幌内炭鉱株式会社に再雇用する。

⑵ 坑外及び事務系係員については極力北炭夕張炭鉱株式会社並びに北炭真谷地炭鉱株式会

社及び北炭幌内炭鉱株式会社に再雇用するよう努力する。
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⑶ 退職者については労使による就職斡旋委員会を設け関連企業をはじめとし，政府，道，

夕張市等関係各方面に働らきかけて就職斡旋に最大限の努力をする。

⑷ 坑内係員の適格者を坑内状況に応じて逐次北炭夕張炭鉱株式会社並びに北炭真谷地炭鉱

株式会社及び北炭幌内炭鉱株式会社に昭和55年７月末迄に再雇用を完了する。

再雇用計画の細部については別途協議する。

４．閉山に伴う諸条件

別紙の通り。

以 上

別 紙

閉山に伴う諸条件

１．再雇用者

イ 解雇予告手当

平均賃金の30日分を支給する（税込）。

ロ 支 度 金

支度金として次の金額（税込）を支給する。

有 扶 者 単 身

坑内勤務者 190,000円 140,000円

坑外勤務者 140,000円 110,000円

尚，再雇用後１年以内に自己都合により退職した場合は一括返済のこととするが，退職事

情等について組合と協議の上行なう。

ハ 労働条件

労働条件については解雇時の事情を勘案し継続勤務したものと同様の取扱とするよう努

力する。

２．退 職 者

イ 退 職 手 当

社員退職手当協定の社務都合退職の取扱とする。

但し，閉山後１年以内に停年に到達する者については停年退職の取扱とする。

再採用社員及び嘱託社員については勤続の年月により取扱う。

ロ 解雇予告手当

平均賃金の30日分を支給する。

ハ 期末手当，帰郷旅費，年次有給休暇残日数慰労金

55才未満の者については社務都合の取扱とし，再採用社員及び嘱託社員については期

間満了の取扱とする。

ニ 炭鉱離職者臨時措置法の適用

関係官庁に申請する。

３．退職手当等の支払時期

別途協議とする。
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昭和55年２月20日

北炭夕張炭鉱株式会社

取締役社長 神 野 哲 一 殿

北炭夕張炭鉱職員組合

執行委員長 北 野 潔

要 求 書

清水沢炭鉱閉山提案より職員組合調査委員会の結論に基づき，下記の通り要求いたします。

記

一，完 全 雇 用

北炭夕張炭鉱株式会社並びに北炭真谷地炭鉱株式会社及び北炭幌内炭鉱株式会社に全員再

雇用すること。

二，再雇用者の取扱いについて

１．退 職 金

１)石炭鉱業合理化臨時措置法施行第１条の３，１のイ並びに１のハによる交付金の範囲

内で支給のこと。

２)48年以降の変化要因もあるので控除利率の引下げをすること。

２．解雇予告手当

平均賃金の30日分を支給のこと。

３．雇用支度金

鉱員と同額とし坑内外の差はつけないこと。

４．酒 肴 料

一律3.5万円を支給のこと。

５．労 働 条 件

閉山時の労働条件を継続維持のこと。

６．炭鉱離職者臨時措置法の適用を申請のこと。

７．支 払 時 期

別紙による。

三，退職する者の取扱いについて

停年１年以内の者の取扱い

１．退 職 金

１年以内に停年に到達するものにして本人が退職を希望する場合は停年退職の取扱いと

すること。

２．解雇予告手当

平均賃金の30日分を支給のこと。

３．酒 肴 料

一律3.5万円を支給のこと。

４．期末手当，帰郷旅費，有給休暇残日数慰労金
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停年退職の取扱いとすること。

５．炭鉱離職者臨時措置法の適用を申請すること。

６．支 払 時 期

別紙による。

四，停年再採用者（含嘱託）の取扱いについて

１．退 職 金

期間満了者の取扱いとすること。

２．解雇予告手当

平均賃金の30日分を支給のこと。

３．酒 肴 料

一律3.5万円を支給のこと。

４．期末手当，帰郷旅費，有給休暇残日数慰労金

期間満了者と同じ取扱いとすること。

５．炭鉱離職者臨時措置法の適用を申請のこと。

６．支 払 時 期

別紙による。

以 上

別 紙

閉山に伴う諸条件

一，支払時期

１．再雇用者の取扱いについて

１）再雇用者の支度金については再雇用時に支給すること。

２）退職金並びに諸条件については交付金の支払時期に支払うこと。

２．退職する者の取扱いについて

１）退職金は退職時に支払いのこと。

２）諸条件については交付金の支払時期に支給のこと。

二，其の他

１．未払金についての所在を明らかにすること。

２．所要人員計画を明示のこと。

３．夕張新炭鉱に再雇用された者に対する通勤計画並びに住宅計画を明示すること。

三，旧夕張新第二鉱移行者の取扱いについて

旧夕張新第二鉱の移行者の退職金については清水沢炭鉱閉山交付金支給時期と同様に取扱

うこと。

以 上
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清水沢閉山に伴う諸条件妥結内容

退 職 す る 者 の 取 扱 い
再 雇 用 者 其 の 他

停年１年以内の者並再採用者 其 の 他 の 者

退 職 金

１．自己都合退職者 自己都合

扱い

２．再雇用されない者 社務都

合扱い

３．上記１，２の者で停年１年

未満の者は停年退職扱いとす

る

４．再採用者 期間の月日によ

る扱とする

１．停年１年以内の者について

は停年扱い

２．上記以外については，社務

都合扱い

１．未払金についての所在を明

らかにすること。

・ 退 職 手 当

退職時の分は退職会社負担

とし，再雇用会社を退職した

時は退職金を支払時に採用会

社を経由して支払う。

・ 未 払 金

退職会社負担として支払時

に採用会社を経由して支払う。

２．所要人員計画を明示のこと。

・ 后日別途協議とする。

３．旧夕張新第二炭鉱の移行者

の退職金については，清水沢

炭鉱閉山交付金支給時期と同

様に取扱うこと。

・ 資金事情より支給出来ない。

解雇予告手当 平均賃金の30日分支給（税込） 平均賃金の30日分支給（税込） 平均賃金の30日分支給（税込）

再雇用支度金
有 扶 350,000円

単 身 260,000円

酒 肴 料 一 律 10,000円税込 一 律 10,000円税込 一 律 10,000円税込

期末手当，帰郷

旅費，有給休暇

残日数慰労金

停年１年未満の者

停年退職の取扱いとすること

停年再採用者（含嘱託）

期間満了者の取扱いとすること

停年１年以内のものについては

停年扱い，以外のものについて

は社務都合扱いとす。

労 働 条 件

解雇時の事情を勘案し継続勤務

した者と同様の取扱いをする様

最大限の努力をする。

炭鉱離職者臨時

措 置 法

幌内，真谷地炭鉱再雇用者につ

いては関係官庁に申請する。

関係官庁に申請する 関係官庁に申請する

支 払 時 期

再雇用支度金 移行時に支給す

る。

解雇予告手当

酒 肴 料

⎫
⎬
⎭

交付時に社内予

金に繰入れ１年

間凍結す

退職金，交付金交付時に労務債

の範囲内で支給し残額は56年

度中に支払う。

諸条件交付時に支給する。

左記と同じ

移 行 協 力 金

一括組合に支給す

移行者に１人10万，５月中に

支給す

閉山餞別金として一括組合に支

給す。１人７万を支給す。

通 勤 体 制

住ノ江，遠幌よりの通勤者に対

しては当分の間通勤バスを運行

する。

其 の 他

控除利率の引下げについては協

議会の場で交渉したい。

１．就職斡旋に当っては，本人

の希望を尊重し事前に組合と

協議を行うこと

２．就職確定までは労働協第

30条については就職斡旋に

最大限を努力した結果該当者

が出た場合は別途協議とした

い。
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② 夕張新鉱事故関係

新炭鉱坑内事故経過

１．発 生 日 時 昭和55年８月27日 22時51分頃

２．事 故 現 場 南排気斜坑（坑口より1,980m地点）

３．災害の種類 自然発火

４．罹 災 者 なし

５．状況及び経過

８月27日22時51分頃，当該現場を巡回中の係員が該現場の異常を発見，指令室に連絡

があった。それを受け指令室は23時坑内全域の入坑者全員（592人）に出坑指令を出し，

８月28日０時15分全員の出坑を確認した。０時40分救護隊２ヶ班12名及び職員37名が

入坑し，南排気斜坑部に F. A流送準備及びビニール幕による通気遮断を開始した。其の後

９時55分までに新炭鉱59名，真谷地13名，幌内11名，計83名の救護隊が順次入坑し，

入気側密閉地作りクロス張，排気側散水－600L，中央第一立入，第二立入，北坑道の偵察

作業を行なう。一方流送水は９時07分開始したが，密閉個所内の CH の量が５％になった

為，10時20分全員退避命令を発し，11時20分までに全員出向完了した。以後第二立坑

（総排気）の観測を行ない，対策検討のため許可を得て10時18分救護隊27名が入坑探険を

し，８月29日以降の主なる作業を検討実施に入る。９月30日に現段階における応急対策の

方針が出された。

⑴ 操作再開に向け，通気骨格確保のための作業として

職 員 移 行 先

夕 張
新 炭 鉱

幌内炭鉱
真 谷 地
炭 鉱

退 職 そ の 他 計

採 鉱 5 1 1 1 8

機 械 2 1 1 1 5主

任

電 気 1 1

そ の 他

計 8 2 2 2 14

採 鉱 19 5 4 6 34

機 械 7 2 1 3 13係

員

電 気 3 3 6

そ の 他 4 1 3 8

計 33 11 5 12 61

採 鉱 24 6 5 7 42

機 械 9 3 2 4 18

計 電 気 4 3 7

そ の 他 4 1 3 8

計 41 13 7 14 75
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イ)第二立坑周辺坑底坑道の放水による冷却並びに山固め取明け作業

ロ)－600L中央第一立入の放水による冷却並びに山固め取明け作業

ハ)－600L中央第二立入及び南排気斜坑の密閉放棄作業

⑵ 第二立坑の通気量（現状約6,000m /min）よりする切羽整備の作業

イ)西部全区域の山固め補修作業

ロ)南部区域については当面全体通気の観点から一時仮密閉を行なうが，操業再開時には

復元する。

⑶ 北部区域については，入排気斜坑とも水封して暫時状況を見ることとする。

⑷ 機器整備については，被害箇所の早期修復の作業を行なう。

以上の方針に随って作業を進めた。この結果，９月16日迄に作業状況の多少の変更は

あったが，

１)－600L中央第一，第二立入坑道は９月16日密閉を完了した。

２)第二立坑第二連絡坑道の被災箇所については，第一，第二連絡坑道より，計５本の

ボーリング孔より注水冷却し，沈静化をはかっており保安確保上，早期に連絡目抜及び

第二連絡坑道の密閉を完了する。

３)通気系統の確立（－650中央第一立入坑道，－650北坑道，北第三盤下坑道）について

は９月19日通気変更の実施により，被災による通気障害は解消され正常化となり，西

部区域の末端切羽までの保安を確保し得る状態となった。又，安全保障措置として，第

一立坑を排気立坑として切替出来る体制は確立している。

４)９月19日での扇風機は負圧540mm，風量6,815m /分，等積孔2.31（正常値 負

圧380mm，風量11,000～12,000m /分，等積孔3.64）

５)９月20日に労使より全区域に亘る総点検を行ない，22日より全員就労をし，復旧一

般作業の実施に入る。

救護隊はその後９月７日空知より４ヶ班が到着入坑作業を実施す。

９月19日 17時30分 幌内４班，真谷地３班解散を行ない帰隊す。

９月20日 12時40分 空知４班解散を行ない帰隊す。

９月21日 ７時00分 夕張は一時体制を解き帰隊す。

９月23日に到り復旧計画が説明された。

⑴ 復旧工事として，通気系統再整備のための代替坑道掘進の計画案が出された。

１)第二立坑第二連絡坑道切替 110m 10月上旬～11月上旬

２)－650中央排気風道 90m 10月上旬～12月上旬

３)ベルト斜坑－690目抜 23m ９月下旬～10月上旬

４)北第三盤下連絡坑道 80m 10月上旬～11月下旬

５)南第二下段排気立入No.1 90m 11月中旬～12月上旬

６)南第二排気立入No.2切替 115m 11月上旬～12月上旬

７)南盤下添坑道 280m 12月～56年３月末

⑵ 復旧時の出炭

10月(23日）1,000t/日(沿層も含む）
西第三10尺
層ロング

11月(25日）1,840t/日( 〃 ） 〃 西第三10尺層
上層ロング

12月(26日）3,160t/日( 〃 ） 〃 〃 西第四10尺層
上層ロング
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１月(25日）3,220t/日( 〃 ） 〃 〃 〃

(南部区域は１月末で仮密閉を解除）

以上が現段階の実状である。

新炭鉱災害復旧に伴う基本方針の交渉経過

９月15日会社側より，今次災害による復旧作業の基本方針が提案された。冒頭現況は非常

に中央並びに各界は厳しい。何んとしても労使の自己努力が絶対の条件である。責任の重大さ

を痛感しているが，当面は復旧の目途を立てるのが急務であるとし，次の様な提案が出された。

記

８月27日発生の自然発火事故は漸く沈静化しつつあるが，主要排気坑道を密閉せざるを得

ないという重大事態となり，全面復旧にはかなりの日時を要する実状にある。この責任の重大

さを痛感致しておりますが，当面は復旧の目途をたてることが急務である。然しながら今次災

害をめぐる関係各界の態度は想像を絶する極めて厳しいものであり，関係各界の合意なくして

は復旧は到底実現し得ない。このためには復旧計画を作成するに当り徹底した「自己努力」を

労使が確認し，実行することが絶対条件である。

生か死かの二者択一に当って労使のとるべき方途は明白であります。従って下記の通り復旧

作業の早期完成を目的とする「復旧作業の基本方針」をご提案致しますので会社存続のため早

急なご審議，ご了承を願いたい。

以上の提案をめぐり急拠地区委員会を開催し，検討を行なったが要望及び意見などを踏まえ

執行部より一日も早く復旧する事を前提に４交替制の問題及び間接費の節減，坑外関係の問題

並びに福利厚生費の徴収問題等を更に会社と交渉を進め解決を計って行く。随ってこの交渉に

ついては執行部に一任する。

以上確認後職員分科会を行ない細部について検討をし，23日午前10時より団交を開き，下

記の通り会社生存に基き解決した。（協定書参照）

協 定 書

北炭夕張炭鉱株式会社と北炭夕張炭鉱職員組合とは，今次災害復旧にあたり，復旧作業の早

期完成を目的とする「復旧作業の基本方針」に関し，下記の通り協定する。

記
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１．復旧期間の定義

下記各項目が夫々達成され，且，各切羽を整備し，安定出炭体制が確立した時点までを復

旧期間とする。

⑴ 第２立坑の有効風量の復元

⑵ 南部区域の仮密閉の解放

⑶ 北部区域の通気の正常化

２．復旧作業の促進

⑴ 所定休日も必要人員を確保し，復旧作業を実施する。

⑵ 主要坑道の炭層貫通箇所の保安対策並びに切羽の先行体制の確立等の主要作業は原則と

して４交替制で実施する。

⑶ 特定休日として設定した昭和55年10月４日㈯並びに普通休日の昭和56年１月４日㈰

は操業日とする。

３．復旧作業員の確保

従前の対労組協定書の「出稼向上対策」を再確認するに当り，係員の積極的な呼びかけに

よって鉱員の出稼意欲の高揚をはかる。

４．復旧作業期間中の職場規律の厳正化

従前の対労組協定書及び確認書の職場規律，作業管理に関する事項を再確認するにあたり，

係員は毅然たる態度で迅速且つ適切な指示並びに措置をとる。

５．間接経費の節減

⑴ 復旧期間中の経費減をはかるため，間接経費についてはあらゆる方策を講じ節減をはか

る。

⑵ 坑外関係者については，勤務態様を検討し残業とならないようにする。

⑶ 福利厚生費を下記の通り徴収する。

イ 社宅管理料（一律）

社宅居住者 月額 1,800円

合宿居住者 月額 600円

ロ 社宅料（厚年住宅）

46，47，48年度建築 月額 700円

49，50，51年度建築 月額 1,200円

ハ 実施期日 昭和55年10月１日以降とする。

昭和55年９月23日

北炭夕張炭鉱株式会社

取締役社長 林 千 明

北炭夕張炭鉱職員組合

執行委員長 北 野 潔
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議 事 確 認

北炭夕張炭鉱株式会社と北炭夕張炭鉱職員組合とは，昭和55年９月23日付協定書に関し，

下記の通り確認する。

記

１．協定書記２の⑴の所定休日の復旧作業には，切羽条件によっては，休日採炭も実施する。

２．協定書記２の⑵の４交替制実施については別途協議する。

３．協定書記２の⑶の昭和55年10月４日並びに昭和56年１月４日の出勤者については，出

勤奨励給として時間割基礎額の1.25を支給する。

なお，昭和55年10月４日の特定休日は自由行使に繰り入れる。

４．協定書記５の⑵の坑外関係者の勤務態様の検討については別途協議の上実施する。

昭和55年９月23日

北炭夕張炭鉱株式会社

取締役総務部長 赤 石 昭 三

北炭夕張炭鉱職員組合

執行委員長 北 野 潔

北炭職員組合協議会
組織対策委員会経過

組対委構成人員

協 議 会 木 本 亮 博 小 野 博 旨

夕 張 職 組 北 野 潔 高 橋 松 雄

福 村 信 一

幌 内 職 組 鈴 木 儀 信 渡 辺 徳 雄

真谷地職組 木 野 英 二 松 岡 寛

６月27日 第一回 協議会組織対策委員会

７月19日 第二回 〃

７月20日 第三回 〃

上記の日程により55年度に向けて協議会の運営並北寮の維持について検討を行い，組対委
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として下記の通り結論が出された。

組 対 委 結 論

55.7.20

※ 協議会の在り方について

分離以来，独立独歩を目標とした会社の意図が十分に発揮されているどころか，むしろ逆

の方向へと進んでいる会社の実態から，その矛盾を痛恨しはじめ，協議会の存在について認

識を強めている。資金的に「共同運命体」としての実情は避けて通れない現状では，今後も

会社安定迄は当分続くものと推測される。

吾々は相手が困窮していればいる程，組合は安定した組織力をもって「事に当る」体制が

望ましい姿と考える。又，組合内部についても，各組合間の調整，並びに指導する機関とし

ての重要性が益々強まる折から，協議会の安定をめざし，各単年度毎の討議ではなく，将来

展望についても志向すべきことと考えるが，それには各組合内部の財政並びに協議会自体の

財政等が絡み合う事情も考慮し，現状の組合費3.3％以内で措置出来得る範囲内ならば現状

の機構で運営するのがより好ましい事であると判断する。

以上の討議並びに上記考え方から，組対委として次の通り登申する。

一）協議会について

１．現行体制を継続し，議長は兼務とし事務局長を常駐する。

２．議長は幌内，局長は夕張より選出し，具体的問題については各組合の体制決定後に大会

に於て選衡委員会を設置し確認を得ること。

３．55年度は現行会費より150円値上げとし，健全財政の運営に努力する。

４．従来以上の活力ある行動，即ち，各委員会等に積極的に参画する等の奮起した行動を望

む。

５．各組合の財政の許容範囲で現行機構を継続し，各組合の財政並びに重大な体制変化が生

じた場合は組対委を設置検討する。

二）北寮について

北寮の本年度の収支見込については，各組合員の協力により，若干の収益も見込まれ，又，

来年度の利用状況等も含め収支トントンとなる見込みである。

以上の報告に基き「組合員の共有な唯一の財産」との見地から，これを維持する責任も含

め，このまゝ運営を継続するが，次の点に留意し健全な運営を期待し下記の通り答申する。

１．北寮の存在についても，又，宿泊費の廉価等も含め，尚一層のアッピールを図ること。

２．宿泊費の値上げについては，充分な配慮をし，その値上げ額及び時期等の具体的問題に

ついては協議会委員会に一任する。

３．補助費及びその他の問題については，協議会として積極的に取組むこと。

４．北寮の「運営に支障が生じた場合」の措置については，大会に諮ることとする。

以 上
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